
２００５年度 予算編成方針 

 

 

Ⅰ．予算編成に当たって 

 

現在、私立大学を取り巻く環境は、大変厳しい状況にある。少子高齢化、情報化、国

際化の進展する中で、文部科学省は、国立大学の法人化、２１世紀ＣＯＥプログラム等

による大学の選別化、高度専門職業人養成型大学院の設置等の政策を打ち出し、大学に

競争原理を導入しようとしている。 

このような状況の下で、本学は、２００５年４月に情報コミュニケーション学部を開

設した。また、高度専門職業人養成型大学院として法科大学院、ガバナンス研究科、グ

ローバル・ビジネス研究科を設置した。２００５年度には、会計専門職大学院、文学研

究科臨床人間学専攻の開設に向けて準備を進めているところである。 

施設面においては、２００３年度には駿河台校舎アカデミーコモン、生田第二校舎Ａ

館等を竣工し、２００４年度には和泉メデｲア棟竣工などの施設設備の整備拡張を進めて

いる。また、八幡山、西調布などの体育施設の整備・更新を行い、スポーツ環境の整備・

充実に努めてきた。 

一方、本学では、臨時定員増の増収効果も終わり２００７年度には入学希望者の「大

学全入時代」が到来する見込みの中で、教育・研究の充実向上を図るとともに社会に有

為な人材を送り出すことが求められている。 

また経営面では、組織・人事・財政面で解決しなければならない重要問題が山積して

いる。中でも財政面については、累積消費支出超過額の削減が緊急の課題であり、その

対策のひとつとして、理事長の下に経営課題検討プロジェクト委員会を設置し、事務組

織の見直しを通して人件費削減策の検討を進めているところである。 

２００５年度予算編成に当たっては、極力消費収支の均衡を維持し、健全財政の維持

に努める。消費収入においては、臨定漸減延長等による学費収入の減収から帰属収入は

前年度を下回ることが見込まれている。したがって、収支の均衡を維持するためには、

経常経費を見直し、シーリングを用いて抑制する。 

また、政策経費については、教育研究活動､教育環境整備等の成果目標を設定し、「費

用対効果」を基本に重点的な予算編成を行うことにより、効率的な財政運営に努める。 

なお、施設計画については、黒川用地の取得に伴い農場統合化計画を推進するととも

に、明高中西調布新校舎建設に必要な建設資金の積み立てを行う。 

 

 

 

 

 



 

Ⅱ．予算編成方針 

 

１． 教育研究方針の実施計画に基づく予算措置 

 

（１）大型研究プロジェクトへの対応 

大型研究プロジェクトについては、「ハイテク･リサーチセンター整備事業」１件、「学

術フロンテア推進事業」４件、「産官学研究推進事業」１件、「オープン・リサーチ･セ

ンター整備事業」３件、計９件が、２００４年度から継続して稼動している。 

２００５年度には､新規に２件を申請する予定である。２１世紀ＣＯＥプログラムなど

の対策として、研究分野の優先課題として取り組んでいきたい。 

 

（２）研究支援体制の再構築 

文部科学省のＣＯＥ､ＧＰなどの競争的・重点的補助金政策に対応して、現在の研究組

織及び研究施設・設備を見直し、研究支援体制を再構築する必要がある。そのために、

必要な予算措置を図る。 

 

（３）学習支援センターの設置 

スポーツＡＯ入試入学者等の基礎学力が不足している学生に対する学習支援室の設置

とアシスタント制度について、必要な予算措置を図る。 

 

（４）会計専門職大学院の設置 

２００６年度には、新公認会計士制度が導入される予定である。会計大学院は、専門

職大学院教育として社会が要求するものであり、本学でも是非とも成功させるべく、必

要な予算措置を図る。 

 

（５）情報関係経費の充実 

和泉メデｲア棟、生田第二校舎Ａ館の完成に伴い駿河台・和泉・生田３地区とも情報環

境は整備された。今後は、情報メデｲア環境を有効に活用し教育効果を高めるために必

要な予算措置を図る。 

また、財務システムなどの法人システムの再構築については、年次計画に基づき必要

な予算措置を図る。 

 

（６）奨学金制度の充実 

奨学金制度全般について総合的な見直しを行い､給費奨学金の充実を図る。 

なお、高度専門職業人養成型大学院等の奨学金の規定化に伴い必要な予算措置を図る。 

 

（７）体育会の強化 

本学の栄誉を担う体育会の活躍は今後も必要と思われる。スポーツ振興のために予算

を重点的に配付する。 



（８）国家試験対策の強化 

本学が「外部評価に耐えうる大学」として存在し続けるためには、司法試験、公認会

計士試験等の合格者を増加させることが必要である。そのために必要な予算措置を図る。 

 

（９）広報関係の充実 

広報関連業務の充実強化に必要な予算措置を図る。 

 

２． 施設整備計画 

 

（１）主な施設整備計画 

① 校友会館（仮称）建設 

② 黒川用地整備費 

③ 明高中西調布新校舎建設 

 

（２）その他の施設改良計画 

環境整備のための改良工事は、緊急性を考慮して予算措置を図る。 

 

３． 人事計画 

 

（１）教員人件費 

会計大学院開設に必要な新規採用の教員人件費についての予算措置を図る。 

 

（２）職員人件費の見直し 

現在理事長のもとに経営課題検討プロジェクト委員会を設置し、職員人件費及びアウ

トソーシングに係わる人件費及び費用の双方を削減することについての検討を進めて

いるところである。 

 

（３）待遇改善 

定期昇給・昇格に必要な予算は計上するが、待遇改善費に関する予算は計上しない。 

 

４． 財務計画 

 

（１）帰属収入 

帰属収入の８割弱を学費収入が占めている。 

① 学費収入 

学生数については、臨定漸減延長、二部学部募集停止等により在学生数の減少が

大きい。 

学費単価については、大学院博士前期課程の学費を値下げ改定した。その他は据

え置きで決定している。 

学費収入全体では、前年度比１０億円ほどの減収が見込まれる。 



② その他の収入 

入学試験料収入については、試験料単価を据え置きで決定している。受験人口漸

減から、試験料収入は減少となる見込みである。 

寄付金収入については、教育振興協力資金の収入増を見込む。 

その他の収入については現状維持の収入を見込む。 

 

（２）借入金 

本学の借入金は、１９８８年度に日本私学振興･共済事業団から校舎建設のため借り入

れたものである。２００７年度に完済の予定である。２００５年度予算では、契約に基

づく返済額を計上する。なお、新規の借入金は、計上しない。 

 

（３）募金計画 

１２０周年記念事業募金の受入れは２００４年度１０月で終了した。教育振興協力資

金については、校友会会員に対する積極的な募金活動による増収を期待する。その他は，

過去の実績に基づいて計上する。 

 

（４）建設積立金 

新学部･学科設置引当資産は、和泉メディア棟の建設資金として全額取り崩す予定であ

る。２００５年度から、明治高等学校･中学校の西調布新校舎建設のための建設積立金

を設定する。 

 

（５）消費支出 

２００３年度決算額・２００４年度予算額を分析することによって経常経費を見直し、

シーリング等を用いて支出を抑制する。政策経費や長期的重点政策については、緊急

性・重要性を考慮して予算措置を図る。 

 

（６）基本金組入計画 

 

① 第１号基本金 

２００５年度に支出する土地、建物、構築物、機器備品、図書などの固定資産が

組み入れの対象となる。特に大きなものに、小川町校友会館（仮称）がある。 

② 第２号基本金 

明治高等学校･中学校西調布新校舎の建設資金を第２号基本金として設定する。 

③ 第３号基本金 

新たな第３号基本金は設定しない。岸本辰雄記念奨学基金は、従前どおり積みた

てる。 

④ 第４号基本金 

学校法人会計基準に基づき所定額を積み立てる。 

                                 以 上 


